
2023/9/16

1

第68回働く女性の中央集会in長野

「戦争する国に
させないために」

～安保関連3文書と
私たちのくらし～

２０２３年９月15日 日本平和委員会事務局長・千坂 純

1、平和主義捨て去り軍事大国へ転換

パンフ2頁4段落

■「国家安全保障戦略」「国家防
衛戦略」｢防衛力整備計画｣ ＝
「安保3文書」は、

戦後日本の安全保障戦略の大
転換

■「安全保障法制の枠組みにも
とづき、戦後のわが国の安全保
障政策を実践面から大きく転換
するもの」 （国家安全保障戦略）

戦後安保政策の根本的転換 （パンフ3頁1段落）

＝反撃能力（敵地攻撃能力）保有とは？

◎「国家安全保障戦略」ではどう規定されているか？

「カギとなるのは、スタンド・オフ（※脅威圏の外から
攻撃する）防衛能力を活用した反撃能力である」

「この反撃能力とは、…相手の領域において、我が国が
有効な反撃を加えることを可能とする、スタンド・オフ
防衛能力等を活用した自衛隊の能力をいう。」

➠攻撃対象に制限なく、指揮統制機能、政府中枢、通信
網、インフラ等も攻撃可能。（＝2022年4月の自民党提
言、安倍元首相の「殲滅力」)

敵地攻撃能力は憲法違反

●これまでの政府答弁＝憲法9条の下では・・

■「平生から他国を攻撃するような、攻撃的な脅威を与
えるような兵器を持っているということは、憲法の趣旨
とするところではない」（1959年３月19日の伊能繁次
郎防衛庁長官の答弁）

■「専守防衛は、防衛上の必要からも相手の基地を攻撃
することなく、もっぱら我が国及び周辺で防衛を行うこ
とであり、我が国防衛の基本方針であり、この考えを変
えることは全くない」（1972年10月、田中角栄首相）



2023/9/16

2

2、国際法違反の先制攻撃へ突き進む道

①「攻撃に着手」した時点で武力攻撃とみなし、「反撃」＝敵基
地攻撃できるというのが政府解釈。その「着手」の判断は、「個
別具体的状況に応じて判断する」とされ、明確な基準は示されな
かった➠先制攻撃が可能になる。

②さらに、敵地攻撃は、戦争法で、アメリカなど「密接な関係に
ある他国への武力攻撃が発生し、日本の存立が脅かされる明白な
危険がある」事態＝「存立危機事態」での武力行使でもできると
される。

➠アメリカが実際に攻撃されるか、「敵が攻撃に着手した」と判
断したら、共に「敵国」を攻撃することができる。まさに、先制
攻撃そのもの。 （パンフ４頁１～3段落）
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3、「日本を守る」ためではありません。
アメリカの戦争に参加する態勢づくりです

アメリカに依存して日本が敵を攻撃する
（パンフ7頁1段落）

●元バイデン政権国家安全保障会議東アジア部長クリストファー・ジョン
ストン氏（現「戦略国際問題研究所（CSIS）」日本部長）

「日本が北朝鮮や中国の目標に対して長距離攻撃を開始するいかなるシナ
リオも、ほぼ確実に、米国の軍事行動と同時」となる。

「日米両国は、優先する標的を特定し、誰がどのように攻撃するかを定め、
加えられた被害を評価し、さらなる行動が必要かどうかを判断するダイナ
ミックな能力を必要とする。米国と日本は初めて、日本国外の標的に対す
る武力行使を調整できるようになる必要がある」

「少なくとも最初は、そしておそらく長期に、日本は反撃能力で[自国への]
攻撃に対処するためには、米国の情報能力、標的設定能力、損害評価能力
に依存しなければならない」
（米外交専門誌『フォーリン・アフェアーズ』２０２３年1月12日「米国は日本をさらに引き込まな
ければならない」）

陸海空を一元的に指揮する統合司令部を
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いま、そこにあるアメリカの戦争に組み込ま
れる危険【その1】北朝鮮への先制攻撃

●トランプ前大統領が在任中の2017年、最側近だったケ
リー大統領首席補佐官らとの議論で、北朝鮮に対して核兵器
を使う選択肢に言及していたことが分かった。先制攻撃に
よって戦争に踏み切る可能性も口にした。

…著者はマイケル・シュミット記者で、ケリー氏らへのイン
タビューを基にしている。ＮＢＣテレビによると、トランプ
氏はケリー氏らに核使用の構想を持ち出し、北朝鮮と「まる
で戦争をしたいかのように話し続けた」と言い、先制攻撃に
踏み切る可能性にも言及した。

（東京新聞1月14日付）

自衛隊も戦争法による戦争参加を検討して
いた――河野克俊統合幕僚長（当時）
●米太平洋軍司令官とも情報を
交換し、「米軍が軍事行動に踏
み切り朝鮮半島有事になる可能
性を考え、安保法制の下で自衛
隊がどう動くか、統合幕僚監部
で頭の体操をした」

（朝日新聞2019年5月17日）

●「重要影響事態」の適用を軸
に、弾薬提供や給油などの後方
支援で対応するとの結論が出た。

（産経新聞2020年6月19日）

いま、朝鮮半島はもっと危険な状況に

◆北朝鮮と米韓・日の対話は中断

◆北朝鮮＝昨年は22回の多様なミサイル発射を実施。3月には
ICBM（大陸間弾道ミサイル）も発射。核先制使用も含む新核法
令を採択（22年9月）。戦術核開発も誇示。「強対強、善対善の
原則にもとづいてアメリカと対する」

◆米韓日＝22年8月～大規模合同演習を再開。米日韓演習も。伊
韓国政権は「制裁と圧迫」路線。「3軸体系」の軍事戦略＝①先
制攻撃、②ミサイル防衛、③大量反撃報復。４月の米韓首脳会談
「ワシントン宣言」で、「核協議グループ」創設、弾道ミサイル
搭載原子力潜水艦の定期的な韓国への寄港などを決定。

朝鮮半島に相次ぐ米戦略兵器の展開

●6月16日、巡航ミサイル搭載可能米原子
力潜水艦ミシガンが韓国・釜山に入港（巡
航ミサイル・トマホークを約150発搭載可
能）17年以来。

●6月30日、米Ｂ52Ｈ戦略爆撃機が朝鮮半
島に飛来。韓国空軍、在韓米軍と合同軍事
演習を実施。

●７月18日、米国防総省が核兵器を搭載で
きるオハイオ級原子力潜水艦が釜山港入港。
42年ぶり。
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米核戦力の日本周辺での可視化の推進

■4月8日～ 沖縄県の米空軍嘉手
納基地にF15Ｅストライクイーグル
戦闘機（Ｂ61核爆弾搭載可能）飛来

■5月9日、フィリピン海で沖縄・普天基
地のＣＨ53ヘリ2機が米戦略核兵器原子
力潜水艦メインに「任務上不可欠な物
資」を補給

■B52戦略爆撃機と自衛隊戦闘機がくり
返し共同訓練（最近：3、4、7月）

■7月12日には、横田基地（東京）に

B52が緊急着陸

いま、そこにあるアメリカの戦争に組み込まれる
危険【その２】「台湾有事」で参戦する危険

米シンクタンク「戦略国際問
題研究所」（ＣＳＩＳ）は1月
9日付で、中国が2026年に台湾
を侵攻すると想定した「台湾防
衛」机上演習結果を公表した。

これは「台湾有事」をあおっ
て、日米軍事同盟強化と日本の
軍拡を迫るための報告書だが、
「あおり軍拡」が何をもたらす
かの危険を生々しく示している。

「台湾有事」は差し迫っているのか？
●バイデン大統領は、22年9月国連総会演説で、1つの中国政策堅持、
台湾の独立反対、外交による台湾問題の平和的解決を主張。

10月発表の「国家安全保障戦略」でも「1つの中国政策の堅持」を
謳った。…米国の「曖昧政策」はぶれながら維持され、「口先介入」
を繰り返して中国をけん制する…。

●中国共産党大会・習主席（2022年10月）＝平和統一の実現に向け
て「最大の努力を尽くす」としつつ、外部からの干渉や台湾独立勢力
に対して「決して武力行使の放棄を約束しない」

●台湾・蔡英文民進党政権＝「中華民国台湾は主権を有する独立した
民主国家」の認識。同時に、「一方的独立はしない」「現状維持」が
基本。「台湾人愛ディンティティ」調査では、「台湾人」が63.7％、
「両方」は30.4％、「中国人」は2.4％。「現状維持」は56・9％。
「すぐ独立」5・1％。「すぐ統一」は1.3％。

――その危機を煽る先兵の役割を果たしている日本政府――

台湾での麻生自民党副総裁の講演（8月8日）

「日本、台湾、米国はじめとし
た有志国に強い抑止力を機能さ
せる覚悟が求められている。戦
う覚悟だ。お金をかけて防衛力
を持っているだけではだめ。そ
れをいざとなったら使う。台湾
防衛のために。台湾海峡の安定
のためにそれを使うという意思
を相手に伝え、それが抑止力に
なる」
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「台湾有事」のシナリオが示すもの
★在日米軍から出撃し、自衛隊の参戦が不可欠とされている

基本的なケースは、東京〔日本政府〕が
（1）米国に在日米軍基地へのアクセスを当初から
自由に認める、
（2）自衛隊に対し、中国の日本領土（在日米軍基
地を含む）への攻撃にのみ中国軍と交戦するよう
指示する、
（3）参戦後の自衛隊に、日本領土を離れた攻撃的
な作戦を行うことを許可する、を想定している。

「台湾有事」のシナリオが示すもの

★戦争参加は未曽有の被害をもたらす

中国との紛争は、米国が第2次世界大戦以降に経験した地域紛争や
反乱とは根本的に異なり、最近の記憶にはないほどの死傷者を出すだ
ろう。

最初の3～4週間の戦闘で発生する米軍の犠牲者は6000人～1万人に
達し、約3200人が戦死すると想定。

米空軍・海軍・海兵隊は270機の航空機、米海軍は戦闘艦17隻（う
ち2隻は空母）を喪失、自衛隊は112機の航空機と26隻の戦闘艦喪失

…ここで示された数字は上限ではなく下限を表している。

４、「国民を守る」どころか、
核攻撃被害も想定した計画が全国で

重要施設に新たな強靭化措置をすすめる
計画では
●主要司令部などの地下化を推進。

●主要施設のＨＥＭＰ攻撃対策を推進。

（※核爆発などで生じる電磁パルスによる電気系統の破壊）

●ＣＢＲＮｅ（※核兵器はじめ化学、生物、放射性物質、爆発物
による脅威、攻撃の総称）に対する防護性能の付与として、施設
の機能・重要度に応じた構造強化、離隔距離確保等の施設再配
置・集約化などを実施。

●主要施設のライフラインの多重化を推進。

●多層抗たん性向上策として、分散パッドの整備などを推進。

●火薬庫の整備や、民間燃料タンクの借り上げにより、必要保管
量を確保。



2023/9/16

7

自衛隊が自前で血液製剤
有事に備え製造・備蓄へ
（読売新聞3月9日）

防衛省は新年度から、自衛隊員に輸血

するための血液製剤の製造・備蓄に乗り

出す。…負傷した隊員の治療体制を整え

ることで、継戦能力の強化につなげたい

考えだ。隊員25万人から採血し、自衛隊

中央病院で製造。南西諸島などの冷凍庫

で約10年間保存。2023年度予算に9000

万円を計上した。

5、戦争への総動員体制が （パンフ10頁）

戦争に備えて港も空港も大改造される



2023/9/16

8

6、大軍拡で暮し
はメチャクチャに
政府は国民の批判を
恐れて、東日本大震災
被災者支援のための復
興特別所得税の流用な
どの増税の実施を25年
度以降に先送りしたが、
この大軍拡が増税や生
活関連予算の削減など、
市民生活破壊につなが
ることは必至だ。

どこを向いてお金を
使うの？－－軍事費
を少子化対策に

7、全国の米軍・自
衛隊基地の増強が

大軍拡推進の根源には、世
界最大の核軍事力を有する米
軍と、世界有数の軍事力に増
強されてきた自衛隊が一体と
なる日米軍事同盟がある。

在日米軍基地は、兵員数で
も、その資産評価額でも、世
界一の規模となっている。し
かも、置かれている部隊は、
米空母打撃群、強襲揚陸部隊、
海兵隊、戦闘機部隊と、世界
に「殴り込む」部隊ばかり。

背後には世界最大の核戦力。
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アメリカの対中軍事
包囲網の最前線部隊
とされる自衛隊
日米軍事同盟の下、米戦
略に組み込まれて増強され
てきた自衛隊は、米軍と共
に世界規模で出撃する軍事
力に変貌。

この間は、アメリカの対
中軍事包囲網の最前線での
矛の役割も担わされること
に。それが「敵基地攻撃能
力」保有の大軍拡へとつな
がっている。

8、九州・沖縄・南
西諸島の軍事要塞化
と反対運動の広がり
アメリカの対中軍包囲網の
最前線中の最前線とされてい
るのが、沖縄・南西諸島と九
州だ。台湾をめぐって米中が
軍事的に対峙する「第1列島
線」に位置する。

米日のミサイル部隊の要塞
化が進められている。米日の
部隊は島々を臨時の攻撃拠点
にして、中国を攻撃する「機
動展開前方基地作戦」（ＥＡ
ＢＯ）を推進。九州はその出
撃拠点になる。

自衛隊ミサイル部隊が配備される島々
“戦場にするな”
基地強化に広がる市民
の反対運動

沖縄・南西諸島で、
九州各地で、そして全
国で、沖縄を、日本を
再び戦場にしかねない
基地強化と大軍拡に反
対運動が広がっている。
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本土防衛の捨て石にされた「沖縄戦」

◎本土決戦引き延ばしの「捨て
石」とされ、「軍官民共生共
死」の総動員作戦がくり広げら
れ、県民の４人に１人（12万
2228人、うち民間人９万４千
人）が死亡。

家族同士で殺しあう「集団自
決」も強いられた。

◎県民の合言葉は「命こそ宝」
（命どぅ宝）

9、岸田大軍拡反対
の共同の輪を広げよ
う
この平和も憲法も暮らしも根

本から破壊する、岸田大軍拡路
線に対しては、すでに広範な
人々から反対や懸念の声があげ
られています。

元自民党総裁・総理はじめ、
保守の重鎮の政治家からもその
声が上がっています。

岸田大軍拡反対の共同の輪を
大きく広げ、自公政権と維新の
会など補完勢力に厳しい審判を
下すことが求められています。

世論も変化、広範な人々が声を

★５月６日の共同通信世論調査

●５年間で43兆円となる防衛費増額「適切でない」58％
●防衛費増額のための増税方針「支持しない」80％
●『反撃能力』保有「賛成」61％
●「軍拡競争につながる」59％、
「専守防衛」形骸化する53％

●「安保3文書」知らない76％
●緊張緩和に向けた外交を優先すべき57％

10、日本がやるべき平和外交とは？

◎核兵器禁止条約に参加し、非核平和の流れをつくる

◎朝鮮半島の非核化と平和体制実現のための外交努力を

◎中国とは、日中友好条約の精神にもとづき、諸問題を平和的に
解決する努力を

◎台湾問題の平和的解決の努力を

◎ASEANのめざす包括的な平和の枠組みをインド・太平洋へ

➠軍事同盟を抜け出した日本へ
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